
吉賀町では、「第２次吉賀町まちづくり計画」（平成29年度～令和８年度）を策

定し、「自然の恵みに育まれ、人と共に生きる自立発展のまち」を将来像として掲

げ、町の９割を占める森林や清流・高津川とその流域に広がる農地を活かし、「環

境と調和のとれた農林水産業の振興」を基本として特徴ある農業の振興に取り組ん

できました。

こうしたなかでも、米価の低迷や農家の高齢化、後継者不足は地域農業の将来に

大きく影を落とし、農地を良好に保全していく上での問題となっています。

一方、ここ数年、取り組んできた新規就農者の受け入れ、定住促進の取組では大

きな成果も現れています。また、スマート農業に代表される農業技術の革新も進み、

令和４年４月に「みどりの食料システム法（略称）」が成立し、国では、環境と調

和のとれた食料システム確立に向け、資材やエネルギーの調達から生産、流通販売、

消費に至るまで、様々な施策が講じられることとなりました。これにより、これま

で本町が目指し、進めてきた農業を後押しする条件も整ってきました。

ここに、改めて地域農業が抱える問題、取り組むべき課題を整理し、本町が目指

す農業の将来像を実現するための施策指針として「吉賀町農業振興ビジョン」を策

定することとしました。

スマート農業による作業効率化

「大井谷の棚田」（日本の棚田百選）

有機農業塾で学ぶ新規就農者

多様な販路確保（アンテナショップ）

～ 環 境 に や さ し い 、 持 続 可 能 な 農 業 の 実 現 ～



表２-１　吉賀町の農家、農業経営体等

総農家

土地持ち非農家（2015）
農業経営体

主業経営体

準主業経営体
副業的経営体
注）出典：2020農林業センサス、土地持ち非農家は2015農林業センサス
　　　　　　（2015農林業ｾﾝｻｽの総農家835,販売554,自給的281,土地持ち非農家414）
　　主業経営体のうち　「65歳未満がいる」とは「65歳未満の農業専従者がいる経営体」

吉賀町の将来人口推計

年少人口
生産年齢人口
高齢者
後期高齢者
高齢化率
出典「第２期吉賀町総合戦略（目標値）」令和４年３月

（１０）経営耕地規模別面積割合の推移

吉賀町

H22
H27
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資料：農林業センサス

新規就農者数

新規就農者数(累計)
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図２-５ 吉賀町の主要な園芸作物及び農業用施設等
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2010

2015

2020

吉賀町の将来人口の動向
～高齢者を中心に人口減少がさらに進む～

担い手への農地集積の動向
～3ha以上の経営体への農地集積が進む～

主に農業に従事している人の動向
～従事者数の減少と高齢化が同時に進む～

新規就農者受入れの動向
～U・Iターンによる就農定住者は増加傾向～

71.2歳

71.4歳

72.9歳

【平均年齢】

経営耕地のある農業経営体数（総農家+土地持ち非農家）件

経営耕地面積（農振農用地面積） ha

図２-３ 世代別基幹的農業従事者数の推移 図２-４ 新規就農者数の推移

図２-１ 将来人口の推移 図２-２ 経営耕地面積規模別面積割合の推移
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問5　農業や農地管理の後継者はいますか？

農業を継ぐ予定

農地等管理は継ぐ見込み

農業も農地管理もしない

後継者はいない

どうするか分からない

不明

サンプル数（％ﾍﾞｰｽ）

《認定農業者の販路》

問16-5　施設野菜

ｻﾝﾌﾟﾙ数

小売り・スーパー

産直市・アンテナショップ

市場

JA

生協

学校給食等

ネット販売・宅配

販売なし

加工業者

合計

問9　吉賀町の農業について危惧していることはありますか？

ｻﾝﾌﾟﾙ数

農業衰退、農地の荒廃

猪等獣の出没､被害

農家の減少､生産縮小

農業者等が抱える問題（アンケート調査結果）

農業を継ぐ予定, 11.2

農地等管理

は継ぐ見込

み, 8.3

農業も農地管理

もしない, 13

後継者はい

ない, 38.5

どうするか分か

らない, 29

注：一般農家対象169人回答、数値は％
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循環型農業の振興

企業誘致､大規模農業

農産物加工､６次産業化

学校給食への出荷拡大

注：一般農家対象、93人回答、数値は件数
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注：町民対象、159人回答、数値は件数
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40
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職業に選ばれる農業

農地利用､荒廃防止

農業の経済的活力向上

Ｕ･Ｉターンによる就農定住

地場元産農産物の購入

学校給食への供給拡大

有機､減農薬生産振興

その他

注：町民対象、158人回答、数値は件数

図２-６ 後継者の有無について（農業を継ぐかどうか） 図２-７ 必要とされる中長期的な振興施策（一般農家）

図２-10 町の農業について危惧すること（町民） 図２-11 町の農業に期待すること（町民）

◼ 農家の８割が農業の後継者問題を抱えています。

◼ 水田農業を維持する上での問題として、「米価低迷」、「畦畔管理（草刈）」、「機械更新費

用」及び「農業資材価格高騰」が上位に挙げられました。

◼ 地産地消の取組では、「直売施設等での地元農産物の購入（購入機会の拡大）」と「学校給食

等への地元農産物の供給拡大」に期待さています。

◼ 農業への期待と危惧では、何れも「農地の利用、荒廃防止」が上位に挙げられ、若い人に「職

業として選ばれる農業」の実現が期待されています。

8

7

7

6

6

5

4

3

3

3

0 5 10

Ｕ・Ｉターン者等就農定住

農作業の省力化

循環型農業の振興

農産加工､６次産業化

農業起点の新産業振興

水田営農の組織化

企業誘致､大規模農業

米のブランド化
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注：認定農業者等対象、18人回答、数値は件数

図２-９ 必要とされる中長期的な振興施策

◼ 農業後継者の確保等について

• 23経営体のうち12経営体は「後継者確保の見込みは立っていない」と回答しています。（うち、

売上1千万円以上が７経営体、経営面積10ha以上が５経営体）

◼ ５年後の経営について６割弱が「現状維持」、４割が「規模拡大」と回答。

（１） 一般農家、中山間地域等直接支払代表者

（２）認定農業者等

（３）町民（非農家）

小売り・

スーパー, 

58.3

産直市・ア

ンテナ

ショップ, 

41.7市場, 33.3

JA, 25

生協, 16.7

学校給食

等, 16.7

ネット販売・

宅配, 8.3
販売なし, 

16.7

注：認定農業者等 12人回答、数値は％

図２-８ 現在の施設野菜の売り先（認定農業者等）
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⦿これまで培われ、引き継がれてきた技術や経験、農地等の生産基盤とともに、豊かな

自然環境など、吉賀町ならではの特徴を生かしつつ、自然生態系の機能を活かしなが

ら環境への負荷を抑えた農業の実現を目指します。また、経済的にも自立し、持続可

能な農業を実現するとともに、若者が希望を抱き意欲的に取り組むことができる魅力

ある農業、小規模でもやりがいを感じて取り組むことができる活力ある農業の実現を

目指します。

持
続
可
能
で
活
力
あ
る
農
業
の
実
現

◉自然環境と調和

した持続可能な

農業の実現

◉経済的な活力を

創出する農業の

実現

◼消費者の信頼と需要に応える持

続可能な産地づくり

◼活力ある農業を実現し、地域を支

える担い手の育成

◼持続可能で生産性の高い営農基

盤の確保

高齢化・後継者不在

米価の低迷
（産地間競争激化）

農業資機材価格高騰

農産物需要、流通等多
様化

消費者の環境意識の
高まり

将
来
像

持
続
可
能
で
活
力
あ
る
農
業
の
実
現

施策課題 施策の展開方向

Ⅰ 消費者等の信頼と需

要に応える持続可能な産

地づくり

Ⅱ活力ある農業を実現

し、地域を支える担い手

の育成

1. 地域特性を活かした環境にやさしく収益性の高い農
業の振興

① 環境に配慮した農業の振興

② 安心・安全な農産物の販売促進

③ 収益性の高い米、大豆等の生産振興

④ 水田を活用した園芸作物の生産振興

⑤ 地域資源を活用した商品開発・付加価値の創出

1. 地域農業の中心となる担い手の確保・育成
① 認定農業者、認定新規就農者の確保・育成

② 集落営農組織の育成

2. 地域を支える農業者の確保・育成
① 地域農業を支える就農者の確保・育成

Ⅲ 持続可能で生産性の

高い営農基盤の確保

1. 農地の保全、農村環境の整備
① 農地維持・保全管理のしくみづくり

② 鳥獣被害防止対策の推進

2. 農業生産基盤等の整備
① 農業生産基盤の整備

２．施策体系

１．将来像
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⚫農地・農業用施設等維持・保全、

鳥獣被害防止対策等の集落共

同活動の促進

⚫農地集積等話し合い

⚫生産基盤の整備（ほ場整備、用

排水路、道路整備）

⚫環境に配慮した農業

⚫安心・安全な農産物の販売促進

農地の集積を通じて、計

画的、効率的な利用を促

進し、「持続的で活力ある

農業」を実現

生産性の高い営農基盤の確保

地
域
を
支
え
る
担
い
手
の
育
成

信頼と需要に応える持続可能な産地づくり

GNSS＊活用

ドローン農薬・肥料散布

機械・設備等遠隔操作

将来の土地利用に係る

話し合い（「地域計画（目標地図）」

の作成）

施策の展開イメージ

⚫収益性の高い米、大豆等生産振興

⚫水田を活用した園芸作物の生産振興

⚫地域資源を活用した商品開発等

農地の集積、条件整備

作業・生産の団地化

環境モニタリング

農産物加工、商品開発

スマート農業の取組

農産物等付加価値化

流通・販売促進

U・Iターン等就農定住

⚫集落営農組織

の育成

⚫認定農業者、

新規就農者の

確保・育成

⚫多様な担い手

の確保・育成

主食用米

有機農業

大豆等

ＷＣＳ用稲

園芸作物
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⦿本町の農業の特徴である環境にやさしい農業の取組を強化し、農業所得の向上、経営安

定に結び付けるため、環境保全型農業の生産性向上、農産物の有利販売の実現に向け、

生産から販売までの関連施策を強化します。

⦿水田農業の収益性向上に向けて、主食用米の有利販売を図り、非主食用米や大豆等土地

利用型作物、野菜等園芸作物の生産性向上・生産拡大を促進します。

⦿農産物の付加価値化や地域内での需要の確保、拡大を図るため、農産加工の取組を促進

します。

施策課題Ⅰ 消費者等の信頼と需要に応える持続可能な産地づくり

Ⅰ－１ 地域特性を活かした、環境にやさしく収益性の高い農業の振興

➢ 地球温暖化防止（脱炭素化）や生物多様性保全に資する農業の確立に向け、主食用米

や野菜の生産について、環境保全型農業（有機栽培、特別栽培）の取組拡大に向けた

施策の展開。

（１） 環境に配慮した農業の振興

➢ 有機農産物、特別栽培農産物等の販路の確保・拡大、多様な生産に対応した販売力強

化に向けた施策の展開。

➢ 多くの町民が町内産農産物を容易に購入できるよう少量多品目の生産、出荷に係る施

策の展開。（地産地消の推進）

（２）安心・安全な農産物の販売促進

➢ 水田農業の生産性向上に向けた、作業の省力化、軽労化、低コスト化に係る施策の展

開。（集落営農の組織化に向けた農地の利用集積、集約化、ほ場整備の推進）

➢ 主食用米の収益性向上のための生産及び販売体制等の整備支援。

➢ 集落営農の組織化とともに需要に応じた非主食用米、大豆等の生産拡大に向けた施策

の展開。

（３） 収益性の高い米、大豆等の生産振興

（４） 水田を活用した園芸作物の生産振興

（５） 地域資源を活用した商品開発・付加価値の創出

➢ 農業の所得向上、農産物の付加価値化に資する農産加工、農商工連携等を通じた商品

開発、販路拡大等の取組に係る施策の展開。

➢ 水田農業の所得向上に向けた園芸作物の生産振興に係る施策の展開。

➢ 認定農業者等による生産性が高い園芸拠点づくりに係る施策の展開。
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➢ Ｕ・Ｉターン等による新規就農者の受け入れ、経営の早期安定に向けた施策を総合的

に展開し、地域住民としての定住受け入れに係る体制の強化。

➢ 地域農業の中核的担い手となる認定農業者等の経営安定、規模拡大、経営継承等に向

けた施策を展開。

（１） 認定農業者、認定新規就農者の確保・育成

⦿産業として魅力ある農業を実践し、産地をリードする担い手を確保するため、新規就農

者の受け入れ、認定農業者の経営安定、拡大等を促進します。

⦿水田農業の収益性向上とともに、中心的な担い手を確保・育成するため、集落営農の組

織化を促進します。

施策課題Ⅱ 活力ある農業を実現し、地域を支える担い手の育成

Ⅱ－１ 地域農業の中心となる担い手の確保・育成

➢ 吉賀町の農業において多くを占める水田を中心とした農業の維持、発展に向け、集落

営農の組織化、法人化を促すための施策を展開。

（２） 集落営農組織の確保・育成

➢ 半農半Ｘ（兼業農家）等の地域農業を支える多様な担い手の確保・育成に向けた施策

の展開。

➢ 農地の維持・保全における負担軽減に向けた施策の展開。

（１） 地域農業を支える就農者の確保・育成

⦿集落の営農を支える、小規模ながらも農地を守り、活用する多様な担い手の確保・育成

を推進します。

⦿小規模、高齢でも耕作意欲のある農家の生産によって農地の保全、利用を促進します。

Ⅱ－２ 地域を支える農業者の確保・育成
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➢ 農地の維持・保全に係る負担軽減（労働及び施設維持費用等負担）に向けた支援体制

の強化のための施策を展開。

➢ 地域ぐるみによる農地・農業用施設の維持・保全等活動促進のための日本型直接支払

制度等の活用と取組の拡大のための施策を展開。

（１） 農地維持・保全管理のしくみづくり

⦿農作業受委託体制の強化や、集落営農の取組推進により農地保全の負担軽減につながる

体制の維持・拡大を進めます。

⦿「地域計画」の策定も踏まえながら、日本型直接支払制度*等の活用による農地保全活

動の維持・拡大を促進します。また、公民館単位等による広域的な取組や集落営農によ

る取組も視野に入れ、事務負担の軽減や効率的な農地保全の体系づくりを推進します。

⦿鳥獣による農作物被害の拡大を防止するため、ニホンジカなど新たな対策とあわせて総

合的な防止対策を強化します。

Ⅲ－１ 農地の保全、農村環境の整備

➢ 鳥獣による被害を防止するための体制整備・強化に係る施策の展開。

➢ 野生動物の行動調査と並行し防除と捕獲(駆除)による対策の強化。

（２） 鳥獣被害防止対策の推進

➢ 集落営農の組織化、担い手への農地の集積・集約化のための「地域計画」作成のため

の体制整備。

➢ 生産性向上のための生産基盤の整備・改善等に係る施策の展開。

（１） 農業生産基盤の整備

⦿地域内外から農地の受け手を幅広く確保するため、町（産業課）や農業委員会のほか、

関係機関が参加した地域の話し合いを促し、目指すべき将来の農地利用の姿を明確化し

ます。（「地域計画」の策定）

⦿地域の農地利用の状況を踏まえ、担い手の意向を踏まえた農地の集積・集約化のための

利用権設定等を推進します。

⦿集落営農の組織化・法人化、新規参入の受け入れ推進とともに、「地域計画」等を踏ま

えた生産基盤の整備、耕作条件不利地の改善等を推進します。

Ⅲ－２ 農業生産基盤等の整備

施策課題Ⅲ 持続可能で生産性の高い営農基盤の確保
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（１） 推進・検証体制

吉賀町農業振興ビジョンに掲げる将来像の実現、目標の達成に向けた各種施策の取組

を着実に実行していくため、農業者、農協、農業委員会、関係団体、町（産業課）等で

構成する吉賀町農業再生協議会において、ビジョンに掲げられた施策や取組状況につい

て検証していきます。

（２） 農家、農業団体の役割について

（３） 吉賀町庁内及び関係機関等連携について

ＰＬＡＮ

計画

ＰＤＣＡ

サイクル

ＤО

実行

ＣＨＥＣＫ

評価

ＡＣＴＩОＮ

改善

町は農業関係部署に限らず、教育、商工など関係部署と連携を図り、総合的な取組を

進めます。

あわせて、農業者、消費者、農業団体、事業者などと緊密に連携し、施策の推進に必

要な組織体制や支援制度などを整備し、各種事業を着実に実施・推進し、農業・農村の

振興に寄与する役割を担います。

また、町は、ビジョンの内容とともに推進状況について、ホームページをはじめ様々

な方法によって周知を図ります。

農業者は、安全・安心な農産物を生産と出荷に取り組み、町民、学校、福祉施設等を

始めとする消費者に供給するとともに、農地や農業用施設等の農村資源を良好に維持・

保全するため、集落で協力し、また、後継者への活動参加や営農の継承に努めます。

ＪＡ等の農業団体は、構成員や農業者、行政等の関係機関のみならず、広く消費者と

連携し、消費者と農業者相互の信頼関係の構築に向けた橋渡しを行うとともに、営農指

導や有利販売に向けた取組の推進によって農業者を支援する役割を担います。

吉賀町農業振興ビジョンに掲げる取

組状況は、各年度末に整理し、進捗状

況を評価するとともに、必要に応じて

事業内容の対応策について改善を図っ

ていきます。

また、計画中間年に相当する令和８

年では、社会情勢、国の政策動向等を

踏まえ、必要に応じて計画（目標）の

見直しを行います。

１．推進体制（役割分担）

２．実現に向けた進行管理
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